
厚真町商工事業者燃料価格高騰支援事業実施要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、原油価格の高騰により経営環境に多大な影響を受けてい

る町内の事業所等を有する商工事業者に対し、支援金を支給することを目的

としており、その交付に関しては、厚真町補助金等交付規則（平成４年規則

第４号。以下「町規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定める

ところによる。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意味は当該各号に定めるところ

による。 

(1) 中小企業者 中小企業法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項で

定める中小企業者とする。 

(2) 事業所等 不特定多数の顧客が訪問して対面で直接的に物品の購入や

サービスの提供・商談等を受けることができる事務所や店舗施設をいう。 

（支給対象者） 

第３条 支援金の支給を受けることができる者（以下「支給対象者」という。）

は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

 (1) 中小企業者のうち、令和５年１０月１日時点で個人事業者にあっては町

内に住所を有している者又は法人にあっては町内に事業所等を有している

者であり、今後も継続して町内で事業活動を行う意思を有すること。 

 (2) 町長が必要と判断した場合に、事情聴取、事業所等への立入等の調査に

応じること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は支援金の支給対象としない。 

 (1) 宗教上の組織又は団体若しくは政治団体 

 (2) 厚真町暴力団の排除の推進に関する条例（平成２４年条例第２０号）第 

２条に規定する暴力団又は暴力団員 

 (3) その他町長が適当でないと認める者 

 （対象経費） 



第４条 支援金の支給対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、各事 

業者が負担する水道光熱費について、令和３年から令和５年にかけて高騰し 

た金額又は令和４年から令和５年にかけて高騰した金額とし、次の各号に掲

げるいずれかの方法で算出した金額とする。 

(1) 令和３年１月から１２月までに発生した水道光熱費と令和５年１月か

ら１２月までに発生した水道光熱費の差額を高騰分とする。 

(2) 令和４年１月から１２月までに発生した水道光熱費と令和５年１月か

ら１２月までに発生した水道光熱費の差額を高騰分とする。 

 (3) 確定申告（令和４年４月１日から令和５年３月３１日までに決算を迎え

るもの）に用いた決算書に記載のある水道光熱費の２０％の額を高騰分と

みなす。 

２ 令和５年１月１日から令和５年９月３０日までに創業を開始した事業者で 

あり、第１項に規定する方法で対象経費を算出することができない場合は、

次の各号に掲げるいずれかの方法で算出した金額とする。 

(1) 令和５年１月から１２月までに発生した水道光熱費の２０．０％の額を

高騰分とみなす。 

(2) 確定申告（令和５年４月１日から令和５年１２月３１日までに決算を迎

えるもの）に用いた決算書に記載のある水道光熱費の２０．０％の額を高

騰分とみなす。 

 （支援金の額） 

第５条 前条で算出した金額の２分の１以内の額とし、１事業者当たり上限を 

１５０，０００円、下限を２５，０００円とする。 

２ 支援金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、その端数は切り捨 

てるものとする。 

 （支給申請） 

第６条 支給対象者は、厚真町商工事業者燃料価格高騰支援金支給申請書（様

式第１号）に次に掲げる書類を添えて、令和６年９月３０日までに町長に提

出しなければならない。 



 (1) 対象経費の算出根拠となる書類 

ア 第４条第１項第１号による算定の場合 令和３年確定申告に用いた決

算書の写し（ただし決算期が１２月とする事業者に限る）と令和５年確

定申告に用いた決算書の写し（ただし決算期が１２月とする事業者に限

る）又は令和３年１月から１２月までに発生した水道光熱費と令和５年

１月から１２月までに発生した水道光熱費がわかる領収書等の写し 

イ 第４条第１項第２号による算定の場合 令和４年確定申告に用いた決

算書の写し（ただし決算期が１２月とする事業者に限る）と令和５年確

定申告に用いた決算書の写しただし決算期が１２月とする事業者に限

る）又は令和４年１月から１２月までに発生した水道光熱費と令和５年

１月から１２月までに発生した水道光熱費がわかる領収書等の写し 

  ウ 第４条第１項第３号による算定の場合 確定申告（令和４年４月１日か

ら令和５年３月３１日までに決算を迎えるもの）に用いた決算書の写し 

  エ 第４条第２項第１号による算定の場合 令和５年１月から１２月まで

に発生した水道光熱費がわかる領収等の写し 

  オ 第４条第２項第２号による算定の場合 確定申告（令和５年４月１日

から令和５年１２月３１日までに決算を迎えるもの）に用いた決算書の

写し 

 (2) 振込口座情報を記載した書類 

 (3) その他町長が必要と認める書類 

２ 本要綱に基づく支援金の支給申請は、１事業者につき１度限りとする。 

 （支給決定） 

第７条 町長は、前条に規定する申請があったときは、速やかにその内容を審 

査した上で適当と認められるときは、支給を決定し、補助金等指令書（町規

則様式第２号）にて通知するものとする。 

 （その他） 

第 8 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

   附 則 



この要綱は、公布の日から施行する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 （要綱の失効） 

２ この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。 


